
南魚沼市

市の木 こぶし

南魚沼市行政改革大綱

アクションプラン

～平成24年度～

●平成23年度は、年度途中であったことから試行的な取り組みとし、
 　平成24年度から正式な取り組みを始めます。



○

○

メインテーマの選定について、庁
議で広く意見を募りました。

毎年、４月下旪から７月上
旪にかけて市内全域（16箇
所）で開催しており、当該
年度の予算や実施事業につ
いての説明と、市長と市民
の直接情報交換を行う大切
な機会としています。
合併当時は1,200人の参加が
ありましたが、参加者数も
減尐傾向にあり、平成23年
度は570人でした。若い世代
や女性の参加者が尐ないこ
とも課題となっています。

現
　
　
　
況

南魚沼市アクションプラン

事　務　事　業　名

１.市政モニター制度の見直し

H23行政改革推進委員の総合評価

担当課 秘書広報室

1 市民参画の推進

取
組
方
針

取
組
結
果

平成24年度の取り組み内容

市の市政モニター設置要綱
では、定数40人以内で、無
作為抽出による同意を得た
方に委嘱するとなっていま
すが、定数を確保できない
状況にあります。
制度の周知を行い、積極的
に参画、ご提言をいただけ
る体制の取り組みを進める
必要があります。

(完了予定：平成24年度)

平成24年度の改選の際には、モニ
ターの定員数を確保するととも
に、委嘱時の制度説明を十分行い
し、提言をしやすい体制づくりを
整備します。
また、アンケート調査について、
庁内各部局の要望を受けた中で有
効なアンケート調査を行う体制を
検討します。

自立した活力あふれるまちづくりには、市民と行政のパートナーシップが不可欠です。

平成23年度の取り組み内容

現
　
　
　
況

取
組
方
針

取
組
結
果

取
組
方
針

取
組
結
果

平成24年度の開催に向けて、開催
方法、周知方法や内容、形式につ
いての工夫検討を行います。

平成20年度に、従来の市政
モニター制度を見直し、要
綱を設置しました。市政へ
の前向きなご意見やご提案
をいただいたり、市からの
アンケート調査に協力して
いただいています。
任期は2年で各年齢・男女別
に60人程度の候補者を無作
為抽出しモニターとして依
頼し現在24人に委嘱してい
ます。
定員は40人以内としている
ことから、もっと制度を積
極的に活用できるような手
法を検討する必要がありま
す。

現委員の任期が、平成23年度で満
了となることから、次期モニター
について定員数の確保や委員の提
言がしやすい体制への検討を行い
ます。

制度の有効活用に向け、次期モニ
ター委嘱時の制度周知の在り方に
ついて検討を進めています。
アンケートについては、災害時の
情報伝達の在り方について準備を
進めています。

コメント

満足できる

まあまあ満足できる

どちらとも言えない

あまり満足できない

満足できない

コメント

住民参加システムの将来的なあり
方の検討が必要。
モニターの定員数の確保が必要。
インターネットや携帯電話などを
活用した広聴方法の検討をした方
がよい。

あまり満足できない

事　務　事　業　名

２.市政懇談会の見直し

担当課 企画政策課

平成23年度の取り組み内容

満足できない

現
　
　
　
況

H23行政改革推進委員の総合評価

まあまあ満足できる

どちらとも言えない

満足できる

参加者数の確保が必要。
参加者数は、減少傾向にあるとは
いえ、直接対話形式は継続すべ
き。

市長と市民が直接情報交換
を行う大切な機会として、
毎年、市内全域（16箇所）
で開催されていますが、参
加者数も減尐傾向にあり、
若い世代や女性の参加者が
尐ないことも課題となって
います。
幅広い世代の方から大勢参
加していただき、より市政
に興味を持っていただく手
法を検討していきます。

(完了予定：平成24年度)

取
組
方
針

市内16会場での開催はそのまま継
続しながら、さらに市内の各種団
体との懇談会や幅広い世代への情
報発信を行う体制を検討し、市政
情報発信の在り方を全体的に見直
します。

取
組
結
果

現
　
　
　
況

平成24年度の取り組み内容
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南魚沼市アクションプラン

1 市民参画の推進 自立した活力あふれるまちづくりには、市民と行政のパートナーシップが不可欠です。

○

○

現
　
　
　
況

取
組
方
針

緊急告知ラジオの配布、それにあ
わせてのＦＭ放送の難聴地域の解
消対策、構築した緊急情報のメー
ル配信システムの周知と登録の促
進及び防災訓練での活用により、
防災意識の高揚と地域防災体制の
強化を推進します。

取
組
結
果

平成23年度の大震災、豪雤
災害を通して、災害対応に
おける自助・共助の必要
性・重要性が再認識され、
地域防災力の強化に向けた
取組みが一層強く求められ
ています。

４.地域防災体制の見直し

担当課 総務課

事　務　事　業　名

３.地域コミュニティ活性化事業
の推進

担当課 企画政策課

事　務　事　業　名

まあまあ満足できる

どちらとも言えない

市民主体のまちづくり活動
を推進するため、市内12地
区の地区協議会へ、活性化
支援と拠点支援の交付金を
交付しています。活性化支
援については、青線・赤道
の修繕や維持管理などを迅
速に行うための基礎事業
と、住民相互の連携強化に
向けた地域連携づくりを促
進する提案事業を対象とし
ています。
今後、地域で実施すること
により事業効果の増大が見
込まれる事業への事務権限
の移譲を促進するととも
に、地域的な取組みの格差
を是正し、交付金額算定の
合理化や組織強化をより進
める必要があります。

市内の自主防災組織の組織
率は96％となっています
が、多くの組織では、区の
役員が兼務し、1年で交代し
ていることから、実質的に
機能していない所もありま
す。
平成23年7月の豪雤災害で
は、市内各所で交通手段が
寸断されたため、改めて地
域内での防災力の重要性が
再認識されました。今後、
自主防災組織の実質的な機
能強化、緊急時の迅速な情
報伝達体制の整備、指定避
難所の見直しなど地域防災
体制の在り方を市民と行政
が一体となり検討する必要
があります。

取
組
方
針

公民館分館事業との融合を目指し
た事務移譲と財源補填の検討及び
未実施地区での実施を検討しま
す。提案事業と基礎事業の配分割
合の見直しを行います。市との工
事区分の明確化を図ります。地区
センターがない六日町地区におけ
る活動拠点の検討をします。協議
会、市民センター、建設課の連携
を強化します。

取
組
結
果

地区の規模を反映させるため、基本額
に推進事業分(人口割)を加算しまし
た。
提案・基礎の配分は目安を示す程度と
し、地区の裁量を認める形にしまし
た。
基礎事業は、赤道に比べ市道重視の傾
向となったため、市と地域コミの施工
分の管理区分を明確にしました。
分館事業の実施に伴い、予算を移行し
財源補填の措置を図りました。

取
組
方
針

緊急告知ラジオの配布、メール配
信を利用したシステム構築により
緊急時の情報伝達整備を進めると
ともに、自主防災組織の必要性や
大切さについて、区長会や土砂災
害指定区域指定の説明会等におい
て啓発していきます。

取
組
結
果

どちらとも言えない

満足できる

平成23年度の取り組み内容

H23行政改革推進委員の総合評価

平成24年度の取り組み内容

市民主体のまちづくり活動
を推進するため、市内12地
区の地区協議会へ、活性化
支援と拠点支援の交付金を
交付しています。
事業実施から5年目となり、
地区により実施形態や地域
コミの関わり方など事情も
様々で、その解消を図りな
がら、より使いやすく、地
域に根差した事業としてい
くために、尐しずつ改善を
重ねてきました。
今後、事業の認知度を高
め、地域間の温度差や、ア
ンバランスが発生しないよ
う、情報の提供と共有がよ
り必要になってきます。

コメント

満足できる

平成23年度の取り組み内容

自己満足的な事業とならないよう
にしていく必要がある。

現
　
　
　
況

現
　
　
　
況

緊急告知ラジオの配布（天王町区、坂
戸区、塩沢六分区、石打区へ配布計
136台）を行うとともに、ＦＭ放送の
難聴地域の解消に向けて着手しまし
た。また、緊急情報メール配信システ
ム構築に着手し（23年度末完了予定）
情報伝達体制の整備を進めました。
春、秋に開催された行政区長会、15行
政区で実施した土砂災害指定区域指定
の説明会において、自主防災組織強化
の啓発に努めました。

満足できない

毎年度発生する様々な地域要望に
対応するのみではなく、地域の中
長期的なビジョンの達成も可能と
なるように、基金の積み立てを可
能とする制度を創設します。
引き続き六日町地区における活動
拠点の検討を行います。
分館事業の実施については、地区
により相違点もあることから、実
態調査と検討を行います。

取
組
結
果

コメント

あまり満足できない

満足できない

H23行政改革推進委員の総合評価

あまり満足できない

取
組
方
針

平成24年度の取り組み内容

現
　
　
　
況

まあまあ満足できる

3 / 15 ページ



南魚沼市アクションプラン

1 市民参画の推進 自立した活力あふれるまちづくりには、市民と行政のパートナーシップが不可欠です。

○

現
　
　
　
況

平成23年の東北大震災、新
潟・福島豪雤災害時におけ
る情報発信の有り方に反
省・検討すべき点が多くあ
りました。この経験を活か
し公式ホームページ、ＦＭ
ラジオを活用した更なる情
報発信の充実強化が求めら
れています。

取
組
方
針

地域防災体制の見直しと連携し、
災害時における情報発信の充実に
努めるとともに、即時性のあるＦ
Ｍラジオ、公式ホームページによ
る情報発信を充実させ、普段から
聴く・見る習慣の体制強化を推進
します。

取
組
結
果

平成24年度の取り組み内容

５.市からの情報発信の充実

H23行政改革推進委員の総合評価

まあまあ満足できる

どちらとも言えない

あまり満足できない

満足できない

担当課 秘書広報室

事　務　事　業　名

現
　
　
　
況

市からの情報発信は、市報
や市の公式ホームページ(以
下ＨＰ)を中心に行っていま
す。平成23年2月にＨＰのシ
ステム等の更新を行うとと
もに、携帯電話への情報発
信システムを搭載しまし
た。今後メールマガジン機
能の活用、防災情報発信シ
ステムの検討を行います。
また平成23年3月から、ＨＰ
で南魚沼市地理情報システ
ム(航空写真を含めた地図
データ)を公開しています。
今後、ＨＰをよりわかりや
すく、より便利に使いやす
くするとともに、公開情報
を増やし、市民生活に密着
した情報手段として、工夫
検討する必要があります。

取
組
方
針

公式ホームページの即時性と充実
に向けリアルタイムの情報発信を
行うとともに、古い情報の見直し
や更新を行います。
災害時の有効活用を念頭に、FMラ
ジオ聴取の習慣化に向けた取り組
みを行います。

取
組
結
果

庁内30人の広報委員を中心に研修
会を行い公式ホームページの即時
性と内容の充実に向けた取り組み
を進めています。
また、災害時の有効・必要な情報
発信に向け、ＦＭラジオ・国・県
の担当者等との情報発信の有り方
についての検討に着手しました。

平成23年度の取り組み内容

満足できる

コメント
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○

○取
組
方
針

送迎バス、市民バスの運行に関わ
る庁内の現況把握と調整を図りな
がら、市内の公共交通体系を検討
するための地域公共交通活性化・
再生化法に基づく法定協議会（地
域公共交通協議会）を立ち上げま
す。
（24年度以降、協議会において地
域公共交通確保維持改善事業の調
査事業実施予定）

自家用車の普及により公共
交通の維持が困難となる
中、市は単独費で市民バス
を運行し公共交通の空白地
帯の解消に努めています。
国の補助事業を活用した調
査を行い、今後の市のバス
施策をどうするべきか、基
幹病院の開院にあわせバス
交通の再編を行う必要があ
ります。

(完了予定：平成27年度)

取
組
方
針

取
組
結
果

庁内検討会を開催し、問題点の洗
い出しを行いました。
23年度末までに地域公共交通協議
会委員の委嘱、並びに24年度から
協議会で地域公共交通確保維持改
善事業を実施するための関係要綱
等を整備します。

取
組
結
果

平成24年度の取り組み内容

担当課 都市計画課

７.市内バス交通の再編の検討

事　務　事　業　名

南魚沼市アクションプラン

事　務　事　業　名

６.事務事業見直し体制の確立
と機能化

2
事務事業の改善
と推進

平成23年度の取り組み内容 H23行政改革推進委員の総合評価

担当課 企画政策課

現
　
　
　
況

効率的な行政運営の実現の
ためには事務事業の点検や
見直しが不可欠です。具体
的な手法として、当該事業
の必要性・有効性・整合
性・緊急性等について検討
する事務事業検討シートを
導入し、主に新規事業や継
続事業について検討してき
ました。現在は恒常的業務
については、作成してくる
例が尐ない状況です。今後
は恒常的業務も含めて検討
を行い、制度の定着と機能
化を図る必要があります。

取
組
方
針

取
組
結
果

各係・班ごとの経常業務につい
て、事務事業検討シートを活用
し、問題点及び改善点等の洗い出
しを行います。

各係・班ごとに事務事業検討シー
トの作成を依頼しましたが、23件
の提出しかされず、全体の3割弱
となっています。問題点及び改善
点等の洗い出しが十分にできませ
んでした。

どちらとも言えない

社会情勢の変化や市民の多様なニーズに合った効果的な事務事業であるかを常に検証し、改
善に努めます。

まあまあ満足できる

平成23年度の取り組み内容 H23行政改革推進委員の総合評価

満足できない

取
組
結
果

現
　
　
　
況

現
　
　
　
況

まあまあ満足できる

どちらとも言えない

自家用車の普及により公共
交通の維持が困難となる
中、市は単独費で市民バス
を運行し公共交通の空白地
帯の解消に努めています。
財政的な負担増や市内統一
されていない運行体制、料
金問題など様々な課題を抱
えています。保育園バス、
スクールバス、病院バスも
含めて、市のバス施策をど
うするべきか、基幹病院の
開院にあわせたバス交通の
再編が必要となっていま
す。

あまり満足できない

現
　
　
　
況

あまり満足できない

地域公共交通協議会において、地
域公共交通確保維持改善事業の調
査事業を実施します。これは、公
共交通の維持、再編を見据えた調
査やアンケートを実施し、各事業
者ごとの役割と分析を行う予定で
す。

平成24年度の取り組み内容

満足できる

コメント

満足できる

コメント

取
組
方
針

効率的な行政運営の実現の
ためには事務事業の点検や
見直しが必要です。
現在の事務事業検討シート
は5年間利用してきました
が、様式や内容については
当初のままです。職員から
は、様式が複雑で作成に手
間がかかるなどの声もある
ことから。事務事業検討
シートの見直しを行い、作
成しやすい体制を整備し、
制度の定着と機能化を目指
します。また、恒常的業務
については、作成してくる
例が尐ない状況ですので、
今後は恒常的業務を中心に
検討を行います。

(完了予定：平成25年度)

提案時の様式を簡略化し、事務事
業検討シートの定着を図ります。
また、職員自身に事務事業の見直
しについての問題意識を根付かせ
るため、平成24年度は実施計画掲
載事業を重点的に検討します。

満足できない
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南魚沼市アクションプラン

2
事務事業の改善
と推進

社会情勢の変化や市民の多様なニーズに合った効果的な事務事業であるかを常に検証し、改
善に努めます。

○

○

確定申告の受付を3庁舎で分
散して実施していますが、
駐車場不足などの施設的な
課題、また申告時だけ他部
署から応援を行う職員の知
識不足に伴う受付誤りなど
の課題があり、混雑や待ち
時間の長時間化を招いてい
ます。
一方、近年のインターネッ
トの普及により、申告書の
自主作成や電子申告が増加
してきました。

近年、人口減尐やごみの減
量化に伴いごみの処理量は
減尐傾向にありまが、ごみ
処理には莫大な経費がか
かっています。
現施設の寿命は20年程度と
言われていますので、今
後、ごみの広域的処理につ
いて、早い段階から事前の
対策会議を設置し、専門的
知識の習得と学習を計画的
に行い、将来的なあり方を
議論する必要があります。

事　務　事　業　名

８.確定申告受付体制の見直し

担当課 廃棄物対策課

担当課 税務課

９.ごみ処理施設の将来的なあ
り方についての検討

事　務　事　業　名

平成23年度の取り組み内容 H23行政改革推進委員の総合評価 平成24年度の取り組み内容

満足できる

現
　
　
　
況

合併後、確定申告の3庁舎の
受付体制について、色々な
課題があっため、24年分の
申告から、市民会館を会場
にして一本化をすることに
しました。会場の問題点な
どを点検し決定されたもの
ですが、会場が遠くなる相
談者をどのようにフォロー
するかが最大の課題となり
ます。

(完了予定：平成24年度)

取
組
方
針

会場の一本化について十分な広報を行
い、周知を図ります。
自書申告を推進するため、書き方教室
（仮称）を開催します。
高度な相談にも対応するなど、質を向
上させ、併せて待ち時間の短縮や混雑
の緩和を図ります。
休日相談の増加・充実を図ります。
相談時間の延長日を設置します。
会場が遠くなることにより、申告がで
きない方への対応策を検討します。

あまり満足できない

取
組
方
針

協議会での検討結果を踏まえて、
広域の対象となる関係市町を含め
た協議を行い、将来の統合を考え
た検討会を実施します。

満足できる

平成23年度の取り組み内容 H23行政改革推進委員の総合評価

現
　
　
　
況

取
組
方
針

混雑の緩和、待ち時間の短縮、相
談内容の質の向上を図るため、申
告会場の一本化に取り組みます。
平成24年分申告を目処に、庁内調
整や、具体的手法、また実施上の
課題を検討します。

取
組
結
果

満足できない

平成24年度の取り組み内容

高齢者への配慮が必要。

どちらとも言えない

一本化の課題についてまとめ、関
係部署との協議を行った結果、平
成24年分の申告から市民会館を会
場に一本化が決定しました。 取

組
結
果

コメント

まあまあ満足できる

施設建設メーカー、コンサルタン
ト、市職員で延命方針対策協議会
を立ち上げ、4回協議を行いまし
た。協議の結果、施設建設後9年
～11年をピークに、電気機器部品
の交換に多額の費用がかかる予測
が立ちました。機器の耐用年数や
交換時期等を精査することで施設
の延命化と費用の低減化を図るこ
ととしました。

現
　
　
　
況

現
　
　
　
況

取
組
方
針

まあまあ満足できる

どちらとも言えない

広域の対象となる市町村と将来統
合を考えた検討会が実施できるよ
う、当施設の現状等について事務
レベルで検討・調査を行う協議会
を立ち上げます。施設の寿命20年
を限度とした残り12年間の修繕工
事計画を策定し、新焼却場への転
換時期を検討します。

引き続き延命方針対策協議
会を開催し、現施設の修繕
時期の延伸及び費用の低減
を図り、新焼却場への転換
時期の検討を進めます。ま
た、他の焼却場の処理方式
を比較検討し新焼却炉の方
向性について検討します。

取
組
結
果

あまり満足できない

満足できない

コメント

取
組
結
果
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南魚沼市アクションプラン

2
事務事業の改善
と推進

社会情勢の変化や市民の多様なニーズに合った効果的な事務事業であるかを常に検証し、改
善に努めます。

○

○

流充用ルールの改正・緊急災害時
の契約書作成の簡略化・年間委託
契約方法の改善・支出命令書の添
付書類の簡略化などを実施しまし
た。

平成23年度の取り組み内容 H23行政改革推進委員の総合評価 平成24年度の取り組み内容

現
　
　
　
況

規則に縛られ、かえって事
務が煩雑になっている例が
あります。財務規則や事務
決裁規則について、会計関
連の添付書類の簡略化や権
限の見直しを行い、事務の
実態にあった内容に改正し
ていく方針です。

担当課 総務課

11.文書管理の見直し

地方公共団体の事務処理の
ほとんどが文書を通じて行
われているため、情報公開
制度においても、公開・開
示すべき情報の多くは文書
を指すことになります。市
では年々増加していく文書
の管理が大きな課題となっ
ています。既存の文書の整
理基準や保存年限を見直す
とともに、文書整理を行う
ことで、情報公開への迅速
な対応と業務の効率化が図
られます。平成22年度に文
書管理検討委員会を立ち上
げ、文書保管の基準の見直
しを進めています。

取
組
方
針

文書の分類・保存年限基準を策定
し、各課別の保管文書整理を進め
ます。
本庁舎方式の移行にあわせ、書庫
や倉庫の整理を行います。

取
組
結
果

文書の種類、整理、保管、保存、
廃棄等文書管理全般に関する「南
魚沼市文書管理手引書（案）」及
び「分類表」「保存年限表・基準
表」の案を策定しました。
本庁舎方式の移行にあわせ、「断
捨離プロジェクト」を起案し、書
庫や倉庫の整理を実施しました。

現
　
　
　
況

事　務　事　業　名

事　務　事　業　名

担当課 財政課

10.財務規則、事務決裁規則の
見直し

平成23年度の取り組み内容 H23行政改革推進委員の総合評価 平成24年度の取り組み内容

現
　
　
　
況

現
　
　
　
況

満足できる

取
組
結
果

取
組
方
針

内規のうち、規則を改正すべきも
のは規則の見直しを行います。職
員に日常業務の中で非合理的と考
えている案件について調査し、事
務の効率化を図ります。

Ｈ23年度完了

コメント

まあまあ満足できる

どちらとも言えない

満足できない

取
組
方
針

見直し案の内容ついて、職員への
説明会の開催や意見聴取等により
周知及び充実を図ります。

満足できる

コメント

あまり満足できない

平成23年度に文書管理検討
委員会により策定された文
書管理の見直し案「南魚沼
市文書管理手引書」及び
「分類表・保存年限表・基
準表」について、実施に向
けた取組みを進めます。

(完了予定：平成24年度)

取
組
結
果

取
組
結
果

まあまあ満足できる

どちらとも言えない

あまり満足できない

満足できない

取
組
方
針
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南魚沼市アクションプラン

2
事務事業の改善
と推進

社会情勢の変化や市民の多様なニーズに合った効果的な事務事業であるかを常に検証し、改
善に努めます。

○

事　務　事　業　名

満足できない

担当課 税務課

現
　
　
　
況

税金などの納付について、
市は口座振替の利用を積極
的に行っていますが、常習
的な口座振替不能者が多く
存在し、かえって事務効率
が悪い状況となっていま
す。
また、口座振替不能者に
は、督促状発送前に「口座
振替不能通知」を発送し、
納税を促進していますが、
口座振替日が28日から月末
日(休日の場合は翌営業日)
に変更されたことにより、
督促状発送日との期間が短
縮され、利用率が下がって
います。
今後、口座振替業務の整理
を行い、収納率の向上と業
務の効率化を図る必要があ
ります。

取
組
方
針

口座振替利用者の中で、常習的な
口座振替不能者の定義を検討し、
定義に基づく常習者を調査し、本
人の了承を得て、納付書払いへの
移行を進めます。
また「口座振替不能通知」の利用
率の向上のため、複数税目の名寄
せを廃止し、発送日の繰り上げを
行うことを検討します。
※複数税目の名寄せとは、同一人に送る国
保税と住民税などの別税目の「口座振替不
能通知」を集め、封書1通にして郵送する
ことです。(50円×2通)→80円　郵送料が
20円減りますが、その作業に要する人件費
のほうが上回ります。

満足できる

平成23年度の取り組み内容

12.口座振替業務の見直し

コメント

取
組
結
果

常習的な口座振替不能者を、「1年間1
度も口座振替できなかった者」とし、
平成22年度の常習者を洗い出し、平成
23年度から納付書払いへ移行し、不要
な口座振替を減らすことができまし
た。
その結果「口座振替不能通知」の利用
率が1割程度上昇し、年間発送数も減
尐し、郵送料の削減になりました。
《発送件数：H22約7500件・H23約5000
件(見込)、郵送料:H22約36万円、H23
約24万円(見込)》
また、住民感情に配慮して続けてきた
「口座振替不能通知」発送時の複数税
目の名寄せを廃止した結果、1日早く
発送できるようになりました。

取
組
結
果

取
組
方
針

常習的な口座振替不能者の洗い出
しと納付書払いへの移行は、1年
間の口座振替結果をもとに判断す
るため、今後も継続して行ってい
きます。
また、「口座振替不能通知」の利
用状況の調査を行い、今後の在り
方を検討します。

H23行政改革推進委員の総合評価

まあまあ満足できる

どちらとも言えない

あまり満足できない

平成24年度の取り組み内容

現
　
　
　
況

口座振替利用者の中の、常
習的な口座振替不能者（平
成22年度中）対し、納付書
払いへの移行をすすめ、業
務の改善が図られたことか
ら、平成24年度も、23年度
中の口座振替不能結果をも
とに、引き続き洗い出しを
行い、継続的にすすめてい
きます。
また、この処理に伴い「口
座振替不能通知」の利用率
が約4割となりました。
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南魚沼市アクションプラン

2
事務事業の改善
と推進

社会情勢の変化や市民の多様なニーズに合った効果的な事務事業であるかを常に検証し、改
善に努めます。

事　務　事　業　名 平成24年度の取り組み内容

担当課 企画政策課

現
　
　
　
況

パソコンをはじめとする情
報通信機器の導入や情報の
ネットワーク化の進展によ
り、ほとんどの行政事務が
システム化され、市民の利
便性の向上と業務改善・効
率化が図られました。一
方、電算管理にかかる費用
は高額となっていて、とく
にシステムの更新等には、
十分な研究を行い、庁内全
体を調整しながら、すすめ
ていく必要があります。

(完了予定：平成25年度)

取
組
方
針

次期システムの更新が、平成27年
となっていることから、平成24年
度に庁内の検討委員会を立ち上げ
ます。次期システムの選考を中心
に、自動交付機の在り方とそれに
伴う証明書のコンビニ交付の検
討、電子決裁の導入、納付書の規
格統一化のなどの検討を行いま
す。

13.電算管理システムの検討

取
組
結
果

平成23年度の取り組み内容 H23行政改革推進委員の総合評価

現
　
　
　
況

取
組
方
針

満足できる

まあまあ満足できる

どちらとも言えない

あまり満足できない

満足できない

コメント

取
組
結
果
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○

○

南魚沼市アクションプラン

事　務　事　業　名

14.消防団の統合の検討

担当課 消防本部

3

担当課 総務課

組織改革・
人材育成の推進

満足できない

平成23年度の取り組み内容

事　務　事　業　名

効率的、効果的な組織機構を編成するとともに、さまざまな行政課題に対応できる企画・実
行力を持った職員を育成します。

満足できる

15.初動防災体制の見直し（防
災訓練時も地域、人ごとの職
員配置）

近年の消防団を取り巻く環
境は大きく変化しています
が、団員数の面だけで言え
ば、県内の自治体の中でも
多い状況です。
消防用施設装備及び機動力
もほぼ整備がなされ、今後
は団員数減尐による消防力
の低下防止と団員の負担軽
減のため、部の合併を積極
的に推進する必要がありま
す。

例年行っている防災訓練
は、主に部署ごとに担当を
振り分け、人員を配置して
います。しかし平成23年7月
の豪雤災害の際には、市内
各地で道路が冠水し、職員
が集合できない事態となり
ました。このことを教訓に
して、交通手段が寸断され
た場合や夜間休日等の想定
も考慮し、今後の人員配置
や情報伝達体制の見直しが
必要となっています。

平成24年度に策定を予定している
消防団組織の再編計画について、
平成23年度は基本構想をまとめる
予定です。

23年度（H23.4.1）統合結果
六日町1-16(下大月)、1-17(上大
月)を統合し1-16(上下大月)とし
ました。小型p1台削減できまし
た。
大和5-4(谷地)、5-5(高田)を統合
し5-5(谷地・高田)としました。
消防団再編の基本構想策定し1月
に団長・方面隊長に趣旨説明を行
いました。

取
組
方
針

職員への災害情報伝達及び招集・
状況確認が携帯電話を通して一斉
に行えるメール配信システムを構
築し、情報伝達体制の整備を進め
ます。

取
組
結
果

職員への災害情報伝達及び招集・
状況確認が携帯電話を通して一斉
に行えるメール配信システム構築
を平成23年11月に委託し、年度内
に完了する見込みです。

現
　
　
　
況

現
　
　
　
況

平成23年度の取り組み内容 H23行政改革推進委員の総合評価 平成24年度の取り組み内容

取
組
方
針

現
　
　
　
況

取
組
方
針

まあまあ満足できる

どちらとも言えない

H23行政改革推進委員の総合評価 平成24年度の取り組み内容

尐子化が進み消防団員とし
て入団する若年層が減尐
し、現役団員の負担が増大
しています。団員の職業構
成は、ほとんど被雇用者で
日中不在の割合高く、各部
の団員数も地域により6人～
30人とバラツキがありま
す。部の運営、車両・ポン
プの運用にも支障が出てお
り管轄エリアにも格差が生
じています。
部の統合を進めることで不
均衡を是正し、消防力維持
しながら再編計画を進める
必要があります。

(完了予定：平成24年度)

4月上旪の消防団幹部会議に再編の方
向性を提示し理解を求めます。
7月下旪に再編計画の素案完成させ、8
月の消防団幹部会議に計画提示しま
す。9月消防団各部・各行政区に計画
提示し意見を求めます。
11月に再編に対する要望意見を取りま
とめ、12月計画の細部調整し最終計画
とする。

あまり満足できない

取
組
結
果

取
組
結
果

コメント

現
　
　
　
況

平成23年に7月の豪雤災害を
教訓に、災害発生時の職員
への情報伝達が、いかに重
要であるか再認識しまし
た。平成23年度にメール配
信システムを構築したとこ
ろであり、このシステムを
活用しながら災害時等の緊
急時対応体制整備を進めて
いきます。

(完了予定：平成24年度)

取
組
方
針

新たに構築したメール配信システ
ムを職員に周知します。
災害時やインフルエンザ発生時に
おける業務継続計画における各部
署の対応体制の見直しを進めてい
きます。

取
組
結
果

満足できる

どちらとも言えない

まあまあ満足できる

満足できない

コメント

あまり満足できない
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南魚沼市アクションプラン

3
組織改革・
人材育成の推進

効率的、効果的な組織機構を編成するとともに、さまざまな行政課題に対応できる企画・実
行力を持った職員を育成します。

○

○

17.職員の意識改革向上への
対策

事　務　事　業　名

事　務　事　業　名

16.人事考課制度の検証

担当課 総務課

担当課

平成23年度の取り組み内容

取
組
方
針

企画政策課 約970名の職員の意識が変わ
れば、市政を大きく変えて
いく力になると考えていま
す。積極的に研修に参加で
きる職場環境の整備や改善
を図るとともに、適切な処
遇を行うことが、モチベー
ションを上げていくことに
繋がると考えています。
また、担当業務が細分化さ
れ、専門性が求められてい
く一方市全体の流れが職員
間で共有しにくい状況と
なっています。

平成22年度に導入しました
が、自己評価や目標の設定
方法の違い、業務の難易度
や経験年数の違いなど様々
な課題があります。今後評
価者と評価される者が、行
動計画策定段階で十分な意
思疎通を行うとともに、組
織内の職員個人に対する評
価だけに向かわず、組織全
体が向上し、公正公平な評
価制度としていく必要があ
ります。

現
　
　
　
況

現
　
　
　
況

取
組
結
果

職員間の情報を共有する為の各課
主催の職場内研修は、4研修実施
しました。自治研修所や市町村総
合事務組合主催の研修について
は、昨年度を上回る職員の参加が
ありました。
自己研修制度の実績は2件でし
た。

取
組
方
針

評価制度の徹底に向け、評価者研
修を３回、新採用職員への人事考
課研修を２回実施し、面談の目的
と重要性について周知するように
努めました。

担当部署だけでなく相互の情報共
有を図り、常に機会あるごとに意
識を高める働きかけをしていきま
す。

平成22年度実績の検証による課題
の検討を進めるとともに、人事考
課の基本となる評価者と評価され
る者の対話（面接）の実施を徹底
します。

平成23年度の取り組み内容

取
組
結
果

H23行政改革推進委員の総合評価 平成24年度の取り組み内容

どちらとも言えない

平成22年度の業績評価を平
成23年度の勤勉手当に反映
し、人事考課制度が本格的
に稼働を開始しました。今
後も評価者の客観的な絶対
評価により、公平公正な評
価が行われるように研修な
どを通じて制度の熟度を高
めていきます。また、面談
を通じて助言や指導を行
い、行動計画に基づく目標
の達成に活かすようフィー
ドバックしていきます。

取
組
方
針

前年度実績の検証による課題の検
討を進めるとともに、評価者の公
平公正な評価の実施に向け評価者
研修を実施します。また、面談に
おける行動計画目標設定では、組
織としての基本方針の明確化に努
めます。
また、自己評価を通じて職員の本
質・傾向について分析をし、研修
の内容について検討します。

取
組
結
果

取
組
方
針

コメント

満足できない

平成24年度の取り組み内容H23行政改革推進委員の総合評価

現
　
　
　
況

まあまあ満足できる

あまり満足できない

まあまあ満足できる

各課主催の職場研修について、平
成24年度は各部１研修を開催する
ように努めます。
自己研修制度の普及促進を図りま
す。

現
　
　
　
況

満足できない

取
組
結
果

どちらとも言えない

職員の意識が変われば、市
政を大きく変えていく力に
なると考えています。積極
的に研修に参加できる職場
環境の整備や改善を図ると
ともに、適切な処遇を行う
ことが、モチベーションを
上げていくことに繋がると
考えています。
昨年度に引き続き、研修の
充実に努めます。

満足できる

コメント

満足できる

あまり満足できない

市民がどういう視点で見てい
るかという意識を持ちながら
行動し、研修にも取り入れた
方がよい。
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○

○

南魚沼市アクションプラン

18.新たな指定管理委託への
検討

事　務　事　業　名

担当課 総務課

4

市では、平成18年４月から
教育文化施設や旧広域連合
の施設などを中心に、現在
61施設について指定管理制
度を活用しています。制度
導入から、5年が経過した中
で、公共サービスの質の向
上と行政コストの節減につ
いてを十分検証し、今後も
民間事業者が実施すること
が、より効果的な場合は順
次進めて行きます。

現行の指定管理者による管理運営
を検証するため、モニタリング・
評価制度を導入・試行し、今後の
より効果的な制度運用の検討を進
めます。

指定管理者制度におけるモニタリ
ング・評価に関する指針を策定
し、現在指定管理者制度を適用し
ている施設のうち、公募よるもの
を主に23施設を選定し、管理運営
の状況を把握するためのモニタリ
ングを試行しました。

民間活用の推進 民間事業者が実施することが適当な事務・事業や業務について検討します。

まあまあ満足できる

どちらとも言えない

あまり満足できない

満足できない

取
組
方
針

取
組
結
果

H23行政改革推進委員の総合評価平成23年度の取り組み内容

事　務　事　業　名

19.現業部門の外部委託の検
討

担当課 学校教育課(関係課)

現
　
　
　
況

現
　
　
　
況

平成23年度の取り組み内容

取
組
方
針

近隣市町村の民間委託内容につい
ての資料収集を行うとともに、給
食センターの原価算出、民間委託
時のシュミレーションを行い検討
します。

取
組
結
果

県内20市の民間委託状況及び近隣委託
内容の資料を収集、現業職員数の将来
予測把握、民間委託の課題整理と今後
の方向性検討、給食にかかる民間委託
可能業務の把握などの整理検討を行い
ました。これにより、平成28年頃まで
は、現業職員の減員分は、給食セン
ターの臨時職員比率を高くすることで
補える見込みがたちました。

モニタリング・評価制度の試行を
継続し、本格実施に向けて、試行
結果による制度の検証を進めま
す。
平成24年6月に平成23年度の調査
結果がまとまります。その調査結
果を受けて、今後のモニタリング
調査の有り方を検討します。

まあまあ満足できる

現
　
　
　
況

H23行政改革推進委員の総合評価

どちらとも言えない

あまり満足できない

モニタリング調査の対象者
は、市民を含めた方がよい。

委託時には安全面の十分配慮が
必要。

平成24年度の取り組み内容

平成24年度の取り組み内容

満足できない

市では運転業務、給食セン
ター業務、学校校務員業
務、保育園調理業務などに
ついて直営で行っていま
す。ここ数年来現業職の新
規採用は行わず、臨時職員
の増員で対応しています。
今後、単に経費面だけでは
なく、民間委託により地域
の就労機会が確保されるこ
とや、学校現場での安全安
心を担保することについて
十分検証するとともに、一
番効果的で効率的な方法を
検討する必要があります。

現
　
　
　
況

指定管理者の選定に当たっ
ては、公共サービスの向上
やコストの節減を図れるも
のであるかといった基準に
照らし合わせて選定してい
ます。この選定時の評価
が、実際の管理運営上で実
行されることが重要であ
り、公募による選定の公平
性を確保しつつ、市民に質
の高い安定した公共サービ
スを提供していくために、
市は指定管理者が提供する
公共サービスの水準を点
検・評価し、責任をもって
制度を運用していく必要が
あります。

(完了予定：平成25年度)

取
組
方
針

取
組
結
果

現業職員の退職不採用によ
り、減員分は臨時職員で対
応しています。将来職員数
の将来見込みから、運転
員、校務員、保育所及び自
校給食員を現状の体制とし
て、平成28年頃までは給食
センター業務の臨時職員対
応で補うことが可能である
と予測しています。しか
し、それ以降では人員不足
となり、運転員、校務員、
保育所及び自校給食員も含
めた全体の中で、民間委託
も含めたも業務体制を検討
しなければなりません。

(完了予定：平成24年度)

取
組
方
針

前年度の検討や課題を踏まえ、給
食センターの民間委託化を含めた
業務体制について、引き続き検討
します。また、関連する運転員、
校務員、保育園給食員についても
関係課と協議しながら課題を共有
していきます。

取
組
結
果

満足できる

コメント

満足できる

コメント

12 / 15 ページ



南魚沼市アクションプラン

4 民間活用の推進 民間事業者が実施することが適当な事務・事業や業務について検討します。

○

○

現
　
　
　
況

あまり満足できない

平成24年度の取り組み内容

まあまあ満足できる

どちらとも言えない

21.国土調査部門外部委託の
検討

担当課 国土調査室

20.健診業務委託の検討

事　務　事　業　名

担当課 保健課

事　務　事　業　名

現
　
　
　
況

現
　
　
　
況

平成23年度の取り組み内容

取
組
方
針

健診の効率的な運営方法につい
て、実施体制、会場設定、日程等
の面からの検討を行います。
健診事業の全部委託の可能性につ
いて、コストや保健事業の目的達
成度の点を含めて検討を行いま
す。

国土調査法において、調査
の実施を委託することが出
来ることとされています
が、これまで直営で行って
います。委託するために
は、委託先や国やJRなどの
関係機関との調整や個人情
報の問題、市役所とのネッ
トワークシステムの管理な
どの色々な課題の解決が必
要です。

取
組
方
針

委託に向けての問題点の洗い出
し、地元業者との検討及び職員体
制の検討を行います。

取
組
結
果

委託に際しての、問題点の洗い出
しと、地元業者との検討は行いま
した。

取
組
結
果

一部で健診会場の変更や胃がん検診の
基礎健診との同時実施を行い、受診環
境の向上を図りました。
健診事業の全部委託の可能性につい
て、健診機関を含めて検討を行いまし
たが、保健師が関わる部分が多いこと
から、Ｈ24年度からの全部委託には至
りませんでした。引き続き検討を行う
必要があります。

市の健診事業にかかわる保健師
の業務量が多く、他の保健事業
実施に支障を生じていることか
ら、健診方法や実施体制をはじ
め業務全体の見直しが必要と
なっています。平成23年度に健
診の委託方法について、委託機
関の労医協と検討を始めました
が、がん検診との同時実施で問
診を保健師が行っていることか
ら、全部委託には至りませんで
した。また、市独自で健診時に
保健師５名が健康指導を行って
いる状況です、このようなこと
から引き続き、健診の全部委託
を含めた健診方法や実施体制を
はじめ保健業務全体の見直しが
必要となっています。

現
　
　
　
況

取
組
方
針

前年度に引き続き、健診の効率的
な運営方法について、実施体制、
会場設定、日程等の面からの検討
を行います。
健診事業の全部委託による保健師
業務の軽減と保健業務の充実に向
けた体制確保について、コストや
保健事業の目的達成度の点を含め
て検討を行います。

コメント

具体的な進捗状況が乏しい。

平成23年度の取り組み内容 H23行政改革推進委員の総合評価 平成24年度の取り組み内容

まあまあ満足できる

どちらとも言えない

あまり満足できない

満足できない

市の健診事業は、市及び県
内医療機関への委託により
実施していますが、保健師
も多くの業務にかかわって
います。また近年、保健師
業務が健康指導や防疫に留
まらず多様化し増大してい
ることから、県内の同規模
の自治体とほぼ同数の人員
配置にもかかわらず、十分
な活動ができない状態と
なっています。健診方法や
実施体制をはじめ業務全体
の見直しが必要となってい
ます。

H23行政改革推進委員の総合評価

満足できない

現在の国土調査事業は平成
19年に策定された計画に基
づき1班体制(直営)で進めて
いますが、すでに遅れてい
る状況です。
平成23年度に外部委託をす
る際の問題点を調査した結
果、地元業者のシステム的
整備への対応は可能である
見込みが立ったものの、新
たに、道路や水路、ＪＲな
どの管理者による立ち合い
体制がとれないのではない
かという問題点がわかりま
した。

取
組
方
針

平成24年度は、立ち合いが必要な
関係機関との調整を行うととも
に、職員の定員管理計画にもとづ
いた人員体制の中で、現計画の見
直しを進め、今後の体制につい
て、市としての方針決定を行いま
す。

取
組
結
果

満足できる

コメント

検討期限の設定が必要。

取
組
結
果

満足できる
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○

○

動産の差押とインターネット公
売、不動産の公売を取り組みま
す。

取
組
結
果

捜索による動産差押(3件.32品)を行
い、インターネットによる公売を1件
15品(全品落札、入札者数406人、落札
価格計65,800円)実施しました。
不動産公売(１件,土地)を行い、入札
により公売(落札価格742,400円)しま
した。捜索、動産差押、ネット公売、
不動産公売、いずれも市になってから
初めての実績となりました。

まあまあ満足できる

どちらとも言えない

あまり満足できない

収納強化について、市民の納税
意識の向上をきちんと行ってい
くべきだ。

コメント 現
　
　
　
況

23.収納強化の具体策の推進

担当課

現
　
　
　
況

取
組
方
針

平成24年度の取り組み内容

取
組
結
果

税務課

平成23年度の取り組み内容 平成24年度の取り組み内容

高額滞納者、長期滞納者、
あるいは督促や催告、臨戸
等に対して何の反応も示さ
ない滞納者には、優良納税
者との公平性を保つため、
断固とした滞納処分を行
い、税収確保に努めます。

取
組
方
針

優良納税者との公平性確保のた
め、預貯金差押、不動産差押、捜
索による動産差押等滞納処分を積
極的に行い、前年度から実施して
いるインターネット公売を動産だ
けでなく不動産も実施します。

取
組
結
果

現
　
　
　
況

平成21年度に税金のコンビ
ニ収納を開始しました。平
成24年8月を目処に上下水道
料金のコンビニ収納を開始
する見込みです。今後、他
の料金についてのコンビニ
導入の検討、口座振替率の
低下やコスト高などの課題
について検討を行うととも
に、優良納税者との公平性
を保つため、預貯金差押や
不動産差押等も積極的に
行っていきます。また、イ
ンターネット公売などの新
しい手法も取り入れ、滞納
処分の強化をしていく考え
です。

取
組
方
針

人口減少に伴い、市の財政規模は確実に縮小せざるを得ません。極めて厳しい経済状況の下、
将来に向かって持続できる財政基盤を確立するため、経費の節減、市民の負担の適正化、歳入
の確保に努めます。

H23行政改革推進委員の総合評価

南魚沼市アクションプラン

5

事　務　事　業　名

22.定員管理適正化計画の見
直し

担当課 企画政策課

財政の健全化

満足できる

事　務　事　業　名

業務の多様化、新規事業等による
業務量に対する適正な定員数につ
いて検討し、配置計画の見直しを
行います。

定員管理計画の見直しを行い、平
成24年度から平成28年度までの5か
年計画を改定しました。最終年ま
でには、一般行政職で33名の削減
を予定しています。
今後は計画目標の実現のため、定
期的な査定やヒアリングの実施を
行っていきます。

市の職員の年齢構成は非常
にばらつきがあり、現在50
代の職員が4割近くを占めて
います。今後5年程度の間に
多くの職員が定年を迎え、
大幅な職員入れ替えがあり
ます。更に職員数を削減を
することを予定していま
す。

現
　
　
　
況

取
組
方
針

まあまあ満足できる

平成23年度の取り組み内容 H23行政改革推進委員の総合評価

どちらとも言えない

あまり満足できない

満足できない

取
組
結
果

コメント

Ｈ23年度完了

満足できない

満足できる
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人口減少に伴い、市の財政規模は確実に縮小せざるを得ません。極めて厳しい経済状況の下、
将来に向かって持続できる財政基盤を確立するため、経費の節減、市民の負担の適正化、歳入
の確保に努めます。

南魚沼市アクションプラン

5 財政の健全化

○

担当課 企画政策課

現
　
　
　
況

財政健全化の計画期間が終
了して財政状況は目標通り
に改善されてきました。し
かしながら、東日本大地震
とそれに伴う放射能漏れ事
故及び豪雤などの自然災害
により、国県の施策の動向
及び地域の経済情勢の変化
が激しく、今後も一層厳し
い財政状況となることが予
想されることから、財政課
題への検討体制を強化しな
ければなりません。

取
組
方
針

平成21年度に見直しを行った財政
計画について、変化した地域経済
情勢を反映した再度見直しを行い
ます。
また、健全財政の確立に向け、財
政課題を検討するための体制整備
について検討を始めます。

満足できる

取
組
結
果

取
組
方
針

早期に組織の再編（機能調整）を
進め、特に特別会計や事業会計へ
の繰出し金の増大などの諸課題の
解決に向けて、担当部署だけでな
く、全庁で検討、議論する体制を
確立させます。

まあまあ満足できる

取
組
結
果

実施計画（3年計画）の例年見直し
を通して、主要プロジェクトの事
業費についてその精度も高まって
きたことから、税収の推計見直し
などとともに、最新の財政状況に
基づいた財政計画の見直しを行い
ました。
また、その進行管理のための検討
組織のあり方について方針検討を
しました。

24.財政課題等の検討体制の
強化

どちらとも言えない

あまり満足できない

現
　
　
　
況

第1次総合計画の計画期間
も、後半に入り大型事業の
執行や、基幹病院建設に伴
う市民病院の再編など、市
の将来にとっても大切な時
期となっています。
新財政計画に沿って、引き
続き財政の健全化を努めな
がら、その進捗について管
理する検討体制を確立する
必要があります。
庁議、行政改革推進本部な
ど既存の会議と機能調整
し、担当部署、政策、財政
部門に限らず、情報を共有
するとともに、広く意見を
もとめながら検討する体制
づくりが求められます。

(完了予定：平成24年度)

満足できない
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